
 

 

 
 
 
 
 

本邦において終戦後の混乱期、覚醒剤（アンフェタミ
ン、メタンフェタミン）の乱用が大流行し、これを規制する
ために 1951 年、覚せい剤取締法が制定された（昭和 26
年 6 月 30 日、法律第 252 号）。2019 年 12 月に公布さ
れた医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の
確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器等法」とい
う。）の改正に伴って同法も一部改正され、改正覚醒剤
取締法が令和２年４月１日より施行された。 

これまでは、不要になった医薬品覚醒剤原料の他者
への譲渡や返却は認められていなかったが、薬局や病
院に返却することができ、薬局や病院はそれを都道府県
職員の立ち会いなく廃棄できるようになった。 
 医薬品覚醒剤原料とは、覚醒剤取締法第２条第５項に

規定する覚醒剤原料を含有するもので、かつ、「医薬品
医療機器等法」第２条第１項に規定する医薬品に該当
するものをいう。令和２年３月現在、医薬品医療機器等
法第 14 条第１項に基づき医薬品の製造販売承認されて
いるものを表に示した。 
 
改正の概要 
（１）交付・調剤済みの医薬品である覚醒剤原料の患者
等からの譲受規定の新設 
 患者が服用しなくなり不要となった交付・調剤済みの医
薬品覚醒剤原料（以下「調剤済医薬品覚醒剤原料」とい
う。）について、病院や薬局等は、患者やその相続人等
から譲受可能となった。患者等から不要のため譲受した
調剤済医薬品覚醒剤原料は、再利用できず、速やかに
廃棄しなければならない。なお、病院や診療所、飼育動
物診療施設は自らが交付・調剤した調剤済医薬品覚醒 

剤原料しか譲受できないが、薬局は、他の病院や薬局
等が交付・調剤した調剤済医薬品覚醒剤原料も譲渡で
きる。 
（２）調剤済医薬品覚醒剤原料の廃棄届の規定の新設 
調剤済医薬品覚醒剤原料について、薬務課職員の立

会いをすることなく、廃棄可能となった。廃棄後 30 日以
内に「交付又は調剤済みの医薬品である覚醒剤原料廃
棄届出書」を薬務課に届け出ることになる。廃棄には、管
理薬剤師等、複数の職員が立ち会う。なお、従前どおり、
使用する見込みがなくなったり、誤調剤した医薬品覚醒
剤原料等については、「覚醒剤原料廃棄届出書」及び
帳簿、廃棄する覚醒剤原料を薬務課まで持参し、所管
の職員等の立会いの下、廃棄する。 
（３）帳簿を備え、必要事項の記入義務化 
医薬品覚醒剤原料について、帳簿を備え、必要事項の
記入が義務化される。記入事項は、①譲渡・譲受・交付・
廃棄した医薬品覚醒剤原料の品名及び数量、年月日②
事故届等により届出をした医薬品覚醒剤原料の品名及
び数量である。帳簿は、最終の記入をした日から 2 年間
保存する。 
（４）各種届出や譲渡証・譲受証の様式改正 
全ての条文において、「覚せい剤」から「覚醒剤」に改正
される。 
（５）自己の疾病の治療目的の携帯輸出入に関する規定
の新設 
 厚生労働大臣の許可を受けた場合、自己の疾病の治
療の目的で携帯して医薬品覚醒剤原料を輸出入可能と
なる。
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厚⽣労働省医薬・⽣活衛⽣局通知（令和２年薬⽣発0303第１号） 

 医療用麻薬と医薬品である覚醒剤原料（以下「医薬品覚醒剤原料」という。）の規制の均衡を図るため、覚醒剤

取締法が改正され、医薬品覚醒剤原料の医療機関における取扱い等が変更された（施行日：令和２年４月１日）。 
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